職補－９５　
平成２４年　３月２６日　
人事院事務総局職員福祉局長
「精神疾患等の公務上災害の認定について」の一部改正
について（通知）　　　　　　　　　　　　　　　　　
  「精神疾患等の公務上災害の認定について（平成２０年４月１日職補－１１４）」の一部を下記のとおり改正したので、平成２４年４月１日以降は、これによってください。
記
　別紙の１から３までを次のように改める。
１　精神疾患の認定の基本的考え方
　　精神疾患で、次の⑴及び⑵の要件のいずれをも満たす場合には、人事院規則１６－０(職員の災害補償)別表第１第９号に該当する疾病として取り扱うものとする。
　⑴　精神疾患の発症前おおむね６か月の間に、医学経験則に照らし、当該疾患の発症原因とするに足る強度の精神的又は肉体的負荷を業務（一般的には業務上の諸事象が重積）により受けたことが認められること。
  ⑵　個体的な要因、私的な要因により発症したものとは認められないこと。
　　また、上記の要件を満たす精神疾患に併発した疾病については、当該精神疾患に付随する疾病として認められるか否かを個別に判断し、これが認められる場合には、当該精神疾患と一体のものとして、人事院規則１６－０別表第１第９号に該当する疾病として取り扱うものとする。
２　指針の対象とする精神疾患
　　本指針で対象とする精神疾患は、世界保健機関（ＷＨＯ）が策定した「疾病及び関連保健問題の国際統計分類第１０回修正版」（以下「ＩＣＤ－１０」という。）第Ⅴ章「精神および行動の障害」に分類される精神障害であって、器質性のもの及び精神作用物質に起因するものを除くものとする。
　　本指針で対象とする精神疾患のうち業務に関連して発症する可能性のあるものは、主としてＩＣＤ－１０のＦ２からＦ４に分類される精神障害である。
　（注１）　我が国で従来から一般的に用いられているいわゆる従来診断による精神疾患（うつ病、反応性うつ病、うつ状態、抑うつ反応、心因反応、抑うつ神経症、自律神経失調症、神経衰弱状態等）は、これに含まれる。
　（注２）　ＩＣＤ－１０のＦ０又はＦ１に分類される器質性の精神障害又は精神作用物質に起因する精神障害については、頭部外傷、脳血管疾患、中枢神経変性疾患等の器質性脳疾患に付随する疾病や化学物質による疾病等として認められるか否かを個別に判断する。
３　業務負荷の分析を行う着眼点
    精神疾患の発症には複数の負荷が複合的に影響している可能性があることから、事実関係の確認、業務負荷の具体的な調査に当たっては、別表「公務に関連する負荷の分析表」（以下「別表」という。）を参考に、精神疾患の発症の原因となり得る出来事等を十分に洗い出し、多角的な検討を心掛けるものとする。
　⑴　基本的事項
　　　精神疾患の発症前おおむね６か月間の業務に関して、精神的又は肉体的な負荷について検討すること。なお、過重な負荷となる可能性のある業務が６か月より前から続いている場合には、その点に留意して検討すること。
　　　業務負荷の分析に当たっては、別表に掲げる「出来事例」及び「過重な負荷となる可能性のある業務例」を踏まえながら、「業務負荷の類型」ごとに「着眼する要素」を参考に検討を行うこと。具体的には以下の点に留意すること。
　　ア　別表の「出来事例」を参考に業務に関する出来事を洗い出し検討すること。
　　　　業務に関する出来事について、別表の「業務負荷の類型」欄の類型ごとに、別表の「出来事例」欄に掲げる出来事例を参考にして洗い出し、その業務負荷の程度について検討すること。
　　　　なかでも、制度の創設、事故への緊急的な対応などの業務に従事した場合には、日常的に慣れた負荷とは異なる、過重な負荷を受けた可能性があることから、特に留意すること。
　　イ  別表の「過重な負荷となる可能性のある業務例」に留意すること。
　　　  別表の「過重な負荷となる可能性のある業務例」欄に掲げる業務例は過去の事例等を参考にまとめたものであり、類似の事案が直ちに公務起因性があると認められるものではないが、精神疾患の発症原因とするに足る強度の精神的又は肉体的負荷を受けた可能性があることに十分に留意し、慎重に検討する必要があること。
　　ウ　別表の「着眼する要素」を参考に多角的に負荷を分析すること。
        業務負荷の過重性の判断に当たっては、例えば、業務の内容であればその難易度、精神的緊張、責任の軽重、強制性、裁量性の有無など、様々な角度から検討が必要となることから、負荷の過重性の分析に際しては、別表の「着眼する要素」欄に掲げる事項を参考に多角的な検討を心掛けること。
　⑵　超過勤務等
    ア　過重性検討の考え方
        超過勤務の分析に当たっては、超過勤務の時間数だけでなく、超過勤務の必要性、勤務の密度及び内容、時間帯、不規則性、実質的な睡眠時間の確保等の事情を総合的に検討する必要がある。
     　 精神疾患の発症前６か月間に、公務上の必要により期間の限られた業務を集中的に処理するなどのため、１か月間におおむね８０時間以上の超過勤務を行っていたことがある場合には、特に留意して過重性を検討すること。
    イ　発症の時期と超過勤務
     　 超過勤務時間の増加は精神疾患の発症による勤務能率の低下に伴うものであることもあり得ることから、精神疾患の発症の時期と超過勤務の増加の関係についても十分注意する必要がある｡
    ウ　超過勤務等の負荷の過重性を検討する視点
　　 (ｱ)  超過勤務、深夜勤務及び休日勤務については、超過勤務等命令簿による時間数、時間帯だけに着眼するのではなく、職場内に限らず被災した職員（以下「本人」という。）の実際の業務に関連する行動の実態に十分留意すること。
     (ｲ)  超過勤務の負荷の分析に当たっては、その原因、業務の内容、業務の執行体制等の総合的な検討が必要であり、以下の点に留意すること。
　　　　①　超過勤務を行うことが必要になった原因、事情
  　　    　特別の出来事への緊急的対応、異動直後の環境変化に伴う影響等
　　　  ②  超過勤務により行った業務の内容
　  　　  ○業務の難易度（負荷の強い業務の有無、成否の重大性）
　　　　　○処理期限の有無と結果
      　　○超過勤務による対応が必要であった業務の継続期間
　　  　　○当時、業務に一定の区切りのつく見通しがあったか否か
　　　  ③  超過勤務を行った際の執行体制
　　　　  ○上司の指導、同僚等の応援、協力の有無
    エ　精神疾患の発症原因とするに足る強度の精神的又は肉体的負荷と評価できる超過勤務の例
        超過勤務の負荷の評価に当たっては、超過勤務に係る各種の事情を総合的に検討することとなるが、恒常的な長時間の勤務は心身の疲労を増加させ、ストレス対応能力を低下させる要因であることから、例えば、次のような超過勤務を行っていた場合には、精神疾患の発症原因とするに足る強度の精神的又は肉体的負荷を受けたものとする。
　　 (ｱ)　精神疾患の発症直前の１か月間におおむね１６０時間以上又は発症直前の３週間におおむね１２０時間以上の超過勤務を行っていた場合（その期間の勤務密度が特に低い場合を除く。）
　　 (ｲ)　精神疾患の発症直前の２か月間に１か月当たりおおむね１２０時間以上又は発症直前の３か月間に１か月当たりおおむね１００時間以上の超過勤務（その期間の業務内容が通常その程度の勤務時間を要するもの）を行っていた場合
　　 (ｳ)　別表の「過重な負荷となる可能性のある業務例」欄に掲げる業務が発生し、その対応のために精神疾患の発症直前の１か月間におおむね１００時間以上の超過勤務（その期間の業務内容が通常その程度の勤務時間を要するもの）を行っていた場合
　別紙の４の⑴中「被災職員」を「本人」に改め、４の⑵中「前提にして」の次に「業務負荷の過重性の分析を」を加える。
　別紙の５を次のように改める。
５  公務起因性の考え方
　　公務起因性の判断に当たっては、業務の過重性だけでなく、職員の個体的な要因及び私的な要因（本人又は家族の負傷、疾病、死別、交通事故、経済問題等）についても調査を行い、個体的な要因又は私的な要因が客観的に精神疾患を発症させるおそれのある程度のものと認められるか否かについて検討すること。その結果、強度の業務負荷が認められる場合で、個体的な要因又は私的な要因は認められるものの、それらによって発症したことが医学的に明らかであると判断できないときは、１の公務上の疾病の要件を満たすものとする。
　　なお、個体的な要因によって発症したことが医学的に明らかな場合としては、例えば、就業年齢前の若年期から精神疾患の発症と寛解を繰り返しており、今回の精神疾患がその一連の病態である場合や、重度のアルコール依存状況にある場合等が考えられる。
　別紙の９中「、前記８」を「、９」に、「発症直後に収集すること」を「災害発生直後に収集すること」に、「発症した」を「発生した」に、「、発症直後」を「、発生直後」に改め、９を１０とする。
　別紙の８の⑴のイ中「、官職名、役職名」を「、職名」に改め、８の⑶を次のように改める。
⑶　災害発生前の業務従事状況等
    ア　本人の属する組織全体の業務状況及び分担状況
　　イ　現職への就任年月日（なお、現在の担当業務が就任時と異なる場合にはその担当時期）
　　ウ　本人が担当した具体的な業務内容及びその従事状況と本人の通常の業務内容との比較
　　エ　職務に関連した異常な出来事があった場合はその内容及び原因
　　オ　災害発生前１か月間の勤務状況の詳細
        別表の「出来事例」を参考にしつつ日常的でない出来事や精神的又は肉体的な負荷を与えた可能性のある出来事を慎重に洗い出すこと。
　　　　また、別表の「着眼する要素」に関する十分な分析ができるように、多角的、具体的に業務に関する負荷を整理すること。
　なお、実際の災害の背景事情は、複数の要因が複雑に重なり合っていることが多いため、できる限り多くの関係者の証言等事実関係を認定するための基礎資料収集に努めること。
カ　災害発生前６か月間の勤務状況
　　オと同様であるが、必ずしも全期間について詳細に調査する必要はなく、相当程度の精神的又は肉体的な負荷を与えた可能性があるものについて重点的に調査すること。その際には疲労の蓄積があったか否かという観点からも調査をすること。
　　なお、業務に関連して過重な負荷を受けた可能性が災害発生前６か月より前から引き続いている場合には、その全期間についての勤務状況を調査すること。
キ　オ及びカの期間における超過勤務の時間数及びその業務内容等（休日勤務及び深夜勤務等は区別すること。）
３の(2)のウの超過勤務等の負荷の過重性を検討する視点を参考に、超過勤務が必要になった原因、執行体制等で業務負荷の評価に際し特に注意を要する点がある場合には、その内容を含むこと。
　特に、発症前６か月間に、１か月間におおむね８０時間以上の超過勤務を行っていた実態がある場合には、その実態の具体的把握を含め、発症までの間の勤務に関する負荷の過重性の分析を十分に行うことが必要であるため、調査を慎重に行うこと。
ク　オ及びカの期間における交替制勤務、宿日直勤務、出張等の状況
ケ　通勤の実態
コ　年次休暇等の取得状況
　別紙の８の⑸中「及びウ」を「ないしエ」に改め、８の⑺及び⑻を次のように改める。
　⑺　日常生活等
　　ア　災害発生前６か月間の生活状況
　　イ　私生活上の事故（交通事故、犯罪被害等）、離婚、経済問題（多額の借金等）等の心配事の有無・内容
　　ウ　家族・親族等についての心配事（負傷、疾病、死亡、事故等）の有無・内容
　　エ　単身赴任の状況
　　オ　し好品（酒等）及びその程度
　　カ　本人の性格（職場及び家庭でみられたもの）
　⑻　その他
　　　勤務環境及びその変化の状況その他の参考となる資料
　別紙８の⑼を削り、８を９とする。
　別紙の７の⑵中「業務起因性」を「公務起因性」に、「、前記」を「、上記」に、「、被災職員」を「、本人」に改め、７を８とする。
　別紙の６の⑵中「精神疾患の治癒」を「精神疾患の治癒（症状固定）」に、「軽快し勤務」を「軽快し通常の勤務」に、「勿論」を「もちろん」に、「、勤務」を「、通常の勤務」に改め、６の⑶中「毎に」を「ごとに」に改め、６の⑷中「症状固定）」の次に「の」を加え、６を７とする。
　別紙の５の次に６として次のように加える。
６　精神疾患の悪化の公務起因性
　　業務以外の原因により精神疾患を発症し、治療が必要な状態にある職員の精神疾患が悪化した場合、悪化の前に強い業務負荷が認められたとしても、その業務負荷が当該悪化の原因であると直ちに判断することは困難である。
　　ただし、例えば、生死に関わる又は永久に労働不能となる後遺障害を残す公務上の負傷又は疾病のような極めて強い業務負荷を受け、その後おおむね６か月以内に精神疾患が自然経過を超えて著しく悪化したと医学的に認められる場合については、その業務負荷が悪化の原因であると推認して、公務起因性を認めるものとする。
　　なお、上記の「治療が必要な状態」とは、実際に治療が行われているものに限らず、医学的にその状態にあると判断されるものを含む。
　別表及び別添を次のように改める。
以　　　上
